
社会福祉法人あすか福祉会 一般事業主行動計画（次世代法・女活法一体型） 

1. 計画期間 

2026 年 5 月 1 日 ～ 2031 年 3 月 31 日（約 5 年間） 

2. 当社の課題 

• 課題 1（女性活躍）： 管理職における女性比率が低く、将来の女性管理職候補が不

足している。 

• 課題 2（次世代法）： 男性従業員の育児休業取得への理解は進みつつあるが、短期

間の取得に留まっており、取得率もさらなる向上の余地がある。 

3. 目標と対策 

【目標 1：女性のキャリア支援（女活法項目）】 

主任級以上の女性割合を 70％以上にする。 

• 対策（2026 年 5 月～）： 

要因分析を完了させ、格差是正に向けた配置転換や評価基準の見直しを検討する。 

• 対策（2027 年 4 月～）： 

女性従業員を対象とした「キャリアアップ・リーダーシップ研修」を実施する。 

• 対策（2028 年 4 月～）： 

管理職を対象に、無意識のバイアス（アンコンシャス・バイアス）を排除した公平な育成・

評価に関する研修を実施する。 

【目標 2：仕事と家庭の両立支援（次世代法項目）】 

男性従業員の育児休業等取得率を 20％以上とし、女性は 80％以上を維持する。 

• 対策（2026 年 5 月～）： 

2025 年改正法に基づき、妊娠・出産の申し出をした従業員への「個別の意向確認・働き方

の提示」を行う面談フローをマニュアル化し、管理職へ周知する。 

• 対策（2026 年 10 月～）： 

小学校就学前までの子を持つ従業員を対象とした、テレワークまたは短時間勤務制度の利

用を促進する。 

• 対策（2027 年 4 月～）： 

男性の育休取得事例を社内報等で紹介し、性別を問わず育児休業を取得しやすい職場環境

を醸成する。 

【目標 3：働き方の見直し（共通項目）】 

全従業員の月平均所定外労働時間を 10 時間以内とする。 

• 対策（2026 年 5 月～）： 

各部署の残業時間を毎月役員会議で報告し、過重労働の予兆がある部署への業務分担見直

しを指示する。 

• 対策（2026 年 10 月～）： 

「ノー残業デー」の実施状況を確認し、形骸化している部署への指導を徹底する。 


